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	█要約

2026年6月期は計画を下回り前期比57.3%の営業減益

And Doホールディングス<3457>は、不動産フランチャイズ網を活用し、主に不動産と住宅に関連する多様な

サービス・ソリューションを提供する企業である。2022年1月に持株会社体制へ移行しており、2026年6月期

からは「フランチャイズ事業」「不動産売買事業」「金融事業」「ハウス・リースバック事業」を主要なセグメント

としている。全国規模の店舗ネットワークに加え、不動産取引における査定力や販売力を強みとしており、不動

産流通に金融機能を融合させた独自のビジネスモデルを通じて、高齢化社会の老後資金をはじめとする社会課題

へのソリューション提供を推進している。

1. 2026年6月期の連結業績

2026年6月期の連結業績は、売上高が前期比23.4%減の49,617百万円、営業利益が同57.3%減の1,120百万円、

経常利益が同61.9%減の1,120百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同38.0%減の1,452百万円となった。

当期純利益の減益幅が小さいのは、リフォーム事業の譲渡益（1,382百万円）を特別利益として計上したことによ

る。事業ポートフォリオの再構築を進めている中で、不動産売買事業の大型案件の期ズレ及び人材補強に向けた

先行投資によって利益率が低下し、各段階利益は期初予想を下回った。しかしながら、不動産売買事業での人材

補強や中古買取再販を含む仕入契約は伸長しており、金融事業を成長ドライバーとした資本収益性の改善に向け

た取り組みも着実に進展している。

2. 2027年6月期の業績予想

2027年6月期の連結業績は、売上高で前期比9.3%減の45,000百万円、営業利益で同25.0%増の1,400百万円、

経常利益で同20.5%増の1,350百万円、親会社株主に帰属する当期純利益で同38.7%減の891百万円を見込んで

いる。当期純利益が減益となるのは、前期に特別利益を計上したことによる。売上高については、リフォーム事

業譲渡やハウス・リースバック事業縮小の影響により減収を想定しているが、不動産売買事業と金融事業をドラ

イバーに、営業利益及び経常利益は増益を見込んでいる。同社は下記のように、2030年6月期を最終年度とする

中期経営計画を発表しているが、2027年6月期はこの計画に沿って引き続き事業ポートフォリオの移行期と位置

付けている。セグメント別では、ハウス・リースバック事業はさらに縮小するものの、フランチャイズ事業、リ

バースモーゲージ保証を中心とした金融事業、中古住宅買取再販を中心とした不動産売買事業に注力して増益を

目指す。年間配当は前期と同様に46.0円（予想配当性向103.1%）を予定している。

https://www.housedo.co.jp/and-do/ir/
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要約

3. 中期経営計画

同社は、2030年6月期を最終年度とする「中期経営計画」を発表している。主な定量的な目標には、最終年度

に売上高800億円、経常利益80億円、親会社株主に帰属する当期純利益53.0億円、自己資本比率30%以上、

ROIC6.0%以上、配当性向30%以上を掲げている。事業内容としては、これまで同社の業績をけん引してきたハ

ウス・リースバック事業はレピュテーション問題や金利上昇下において、流動化のためのファンドスキーム継続

懸念などから縮小均衡とする一方で、フランチャイズ事業、リバースモーゲージ保証を中心とした金融事業、中

古住宅買取再販を中心とした不動産売買事業に注力する計画だ。初年度である2026年6月期は記述のように計画

を下回ったが、現時点で目標値に変更はない。引き続き計画に沿った施策を実行していくことで目標を達成する

予定だ。今後この計画に沿って事業形態がどのように変化するかが注目される。

Key Points

・2026年6月期は不動産売買事業の期ズレで57.3%の営業減益
・2027年6月期は期ズレ案件を取り込み、25.0%の営業増益を予想
・中期経営計画目標（2030年6月期に経常利益80億円）は変更なし
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	█会社概要

不動産フランチャイズ網を活用し、多くの不動産関連サービスを展開

1. 会社概要

同社は、主に不動産と住宅に関連する多様なサービス・ソリューションの提供を主力事業としている。全国規模

の不動産仲介ネットワークを基盤に、リバースモーゲージ保証などの金融機能や中古住宅の買取再生販売を融合

させた、多角的なビジネスモデルを展開している。事業セグメントは、2026年6月期からは不動産流通事業を不

動産売買事業に組み入れるとともにリフォーム事業を売却したことから、事業セグメントは4つへと集約されて

いる。

2022年1月には、グループガバナンスの強化、経営資源配分の最適化、次世代に向けた経営人材の育成のほか、

機動的な組織体制構築の推進を目的に、会社分割方式により持株会社体制へ移行し、商号を「（株）ハウスドゥ」

から「（株）And Doホールディングス」に変更した。2026年6月末時点で同社グループは、同社と連結子会社5社

及び関連会社1社で構成される。

2. 沿革

同社は、1991年に現代表取締役会長CEOの安藤正弘（あんどう まさひろ）氏が京都府向日市で不動産仲介業を

開始したことに始まる。その後、1998年のリフォーム事業への進出を皮切りに、中古住宅再生販売事業や不動

産売買事業へと領域を拡大した。2006年には、自社で培った不動産売買仲介事業のノウハウをベースにフラン

チャイズ事業を開始し、2009年に現在の（株）And Doホールディングスを設立している。その後は、ハウス・

リースバック事業（2013年）、不動産担保融資事業（2016年）、リバースモーゲージ保証事業（2017年）、賃貸不

動産フランチャイズのレントドゥ事業（2018年）、タイにおける海外事業（2019年）と不動産と金融を軸とした

多角的なサービス開発を継続している。

https://www.housedo.co.jp/and-do/ir/
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	█事業概要

事業集約で主要セグメントは4つ。 
フランチャイズ、金融、不動産売買に注力

1. 事業セグメント

2026年6月期のセグメント別売上高構成比（内部調整前）は、フランチャイズ事業が6.7%、不動産売買事業が

70.8%、金融事業が1.3%、ハウス・リースバック事業が19.3%、その他が2.0%であった。また営業利益構成比

（同）は、フランチャイズ事業が40.2%、不動産売買事業が35.7%、金融事業が5.5%、ハウス・リースバック事

業が18.5%、その他が0.1%となっている。

2026年6月期からは、不動産流通事業を不動産売買事業に組み入れ、リフォーム事業（2026年2月に譲渡済み）

を「その他」に組み入れたことから、実質は4つの事業セグメントと言える。

   

フランチャイズ事業

6.7%

不動産売買事業

70.8%

金融事業

1.3%

ハウス・リース

バック事業

19.3%

その他

2.0%

セセググメメンントト別別売売上上高高構構成成比比（（22002266年年66月月期期））

出所：決算短信よりフィスコ作成
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事業概要

フランチャイズ

事業

40.2%

不動産売買事業

35.7%

金融事業

5.5%

ハウス・リース

バック事業

18.5%

その他

0.1%

セセググメメンントト別別営営業業利利益益構構成成比比（（22002266年年66月月期期））

出所：決算短信よりフィスコ作成

2. 各事業の概要

（1） フランチャイズ事業（2026年6月期売上高3,324百万円、営業利益1,928百万円）
1） ビジネスモデル
ブランド、ネットワークを必要とする中小不動産事業者や新規に不動産業に参入しようとする企業に対し、不

動産業におけるノウハウ（集客戦略、IT戦略、教育研修、モチベーションアップ戦略等）を提供する事業である。

フランチャイジーは同社のブランドを使えるほか同社から様々な情報やアドバイスなどを得られ、同社は月会

費、システム料、広告分担金などが収益となる。店舗数がKPIとなり、これを増やすことで安定的な成長が見

込めるストック型ビジネスである。2026年6月期末におけるフランチャイズ事業の累計加盟店舗数は733店舗

（うちFC加盟店が708店舗、直営店が25店舗）、累計開店店舗数は637店舗である。

2） 地域別展開
2026年6月期末の地域別累計加盟店舖数は東海地域が180店舗（構成比24.6%）と最も多く、創業地である近畿

地域が144店舗（同19.6%）、関東地域が132店舗（同18.0%）と続く。不動産仲介業は景気に左右されず、加盟

店のさらなる拡大が見込める。そのため同社は出店余地が大きい首都圏を重点的に開拓する方針を掲げている。

（2） 不動産売買事業（同売上高35,246百万円、営業利益1,713百万円）
1） ビジネスモデル
中古住宅の買取再生販売、新築戸建住宅建売、住宅用地の開発、一棟収益不動産の再生販売など、同社が自ら

不動産を取得し、付加価値を付け、一般顧客・投資家へ販売する事業である。

2026年6月期の不動産売買事業の売上高の内訳は、住宅系が31,411百万円（構成比90.1%）、大型・その他が

3,468百万円（同9.9%）であった。なお、住宅系売上高に占める中古住宅（中古戸建とマンション）の比率は

31.7%（前期は29.0%）で、今後もこの分野に注力する方針である。
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出所：決算説明資料よりフィスコ作成

（3） 金融事業（同売上高641百万円、営業利益262百万円）
1） ビジネスモデル
金融事業の主力は、以前は不動産を担保とした貸し付け、いわゆる不動産担保ローン事業であったが、現在の

主力事業はリバースモーゲージ保証事業である。リバースモーゲージとは、顧客が所有する不動産（主に住宅）

を担保に、資金の貸し付け（ローン）を行うシニア向けの金融商品である。不動産の所有者（契約者）はまとまっ

た資金を得られ、契約期間中は利息のみ毎月支払い、元本は契約者の死亡時、または契約終了時点で、担保物

件売却や預貯金により一括返済する。同社は、直接資金の貸し付けは行わず、提携先の金融機関がローンを行

い、同社は手数料及び保証料を得る。さらに契約終了後の不動産処分の際にも、同社が関与することで収益が

発生する。同社の持つネットワーク・知見・査定力などの総合力を生かすことで、3つのビジネス機会が生じ

る事業と言える。

2） 保証残高
この事業のKPIは保証残高であり、保証残高の増加は保証件数による。2026年6月期末のリバースモーゲージ

累計保証残高は35,344百万円（前期末比25.4%増）、累計保証件数は2,308件（同300件増）と順調に拡大して

いる。
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出所：決算説明資料よりフィスコ作成

3） 提携金融機関
同社グループは、金融機関と提携することで、リバースモーゲージ保証のサービスエリア拡大及び残高の積み

上げを進めている。2017年10月に大阪信用金庫との提携により「リバースモーゲージ保証事業」を開始して

以降、リバースモーゲージ保証に対する金融機関の関心は高く、提携金融機関が順調に増加している。2026

年8月14日時点で提携金融機関数は全国に55件（前期末比1件増）まで拡大している。

リバースモーゲージ保証事業の提携金融機関

出所：決算説明資料より掲載
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（4） ハウス・リースバック事業（同売上高9,595百万円、営業利益889百万円）
1） ビジネスモデル
ハウス・リースバックは、同社が売主から住宅を買い取った後（所有権は同社へ移転）、売主と賃貸借契約を

結ぶもので、売主は自宅を売却して資金を得た後も、愛着のある住居や地域で住み続けられるほか、資金の使

途、年齢、収入、対象者、対象物件に制限がなく、賃貸契約の際の保証人も不要というメリットがある。ただ

し、会社は本事業の今後について、レピュテーション問題等から順次縮小し、金融事業に注力する方針を表明

している。

2） 収益構造
ハウス・リースバック事業は、買取時の事務手数料、毎月の家賃収入、売却時のキャピタルゲインと3種類の

収益機会がある。物件は顧客から直接取得し、仕入額の約3%が買取時の事務手数料となる。取得翌月からは

毎月家賃としてインカムゲインが発生し、年間で仕入額の約6～8%がリターンとなる。売却時には、諸費用及

び手数料別途で仕入額の15%程度のキャピタルゲインが発生する。

（5） その他（同売上高1,011百万円、営業利益5百万円）
（1）～（4）以外の事業で、主なものはリフォーム事業だが、既に同事業は2026年2月に譲渡済みである。

社会問題解決のサービス化に特化、様々な「事業連鎖」への精通が強み

3. 特色、強み

（1） 社会問題解決のサービス化
同社の最大の特色は、不動産と金融を横断する多角的な事業展開を通じ、日本社会や業界が抱える課題に対す

るソリューションを提供している点にある。具体的には、高齢者の住み替えや資金需要といった深刻な社会課

題に対し、自宅に住み続けながら資金化を図る「ハウス・リースバック」や、シニア層向けの「リバースモー

ゲージ保証」といった独自のサービスを業界に先駆けて開発・商品化することで対応している。不動産売買仲

介において業界最大級となる全国700超の店舗ネットワークを保有しており、こうしたインフラを背景に、市

場ニーズを捉えた画期的な事業を次々と投入できる開発力が、同社の特色と言える。

（2） 「事業価値連鎖」に精通
不動産市場における引き合いから検討・査定、そして仲介・売買に至る一連の「事業価値連鎖」のすべてに精

通しており、これらを一気通貫で実行できる体制が同社の強みとなっている。

1） 引き合い
全国に700店舗を超えるフランチャイズ網を展開していることから、各地の多様な消費者ニーズを迅速かつ敏

感に察知し、拾い上げることが可能である。この広範な「全国対応力」と、蓄積された「販売力」が同社の根幹

的な特色となっている。
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2） 検討・査定
長年の不動産取引により培われた「査定力」に加え、膨大な売買実績に基づく全国の取引価格を精緻に把握し

ている点に優位性がある。競合他社が一般的な取引事例を拠り所とするのに対し、同社は数多くの成約データ

を保有しており、これにより極めて精度の高い査定を実現している。こうしたデータに基づく査定能力は、不

動産の与信枠を最大化させる原動力となっている。

3） 仲介・売買
全国700店舗超を含めた仲介チェーンとしての販売力を駆使し、多様な不動産物件を迅速に資金化できる能力

も同社の大きな競合優位性となっている。具体的には、他社において半年以上成約に至らなかった物件を、売

主の希望価格でわずか10日という短期間で売却した実績や、店舗間連携によって遠隔地の物件を売却した事

例などは、同社のネットワーク力の高さを裏付けるものと言える。

（3） 加盟店のDXを推進
加盟店のDXの積極的な推進も、同社の強みを支える特色である。同社は、時代のニーズに即したソリューショ

ンサービスを提供する「不動産サービスメーカー」として、全国に広がるリアルの店舗ネットワークとIT・

Web技術を高度に融合させたサービス提供体制を構築している。

4. 主な競合

（1） フランチャイズ事業
フランチャイズ事業を展開する主な競合会社としては、約1,000の店舗網を有するセンチュリー21・ジャパン

<8898>が挙げられる。これに対する同社の強みとしては、自社による直営店運営を通じて蓄積された実戦的

なノウハウを加盟店へ直接提供できる点にあり、実業に基づいたサポート体制にある。

（2） 不動産売買事業
不動産売買事業の競合は多岐にわたり無数に存在するものの、同社は全国に張り巡らされた情報網と物件に対

する知見、そして高精度な査定力をもって展開している。同社は全国700超のフランチャイズ網を背景に、物

件情報量とネットワークによる販売力、そして高精度な査定力を強みとして展開している。この独自の基盤を

生かしたSPA戦略により、適正価格での仕入、付加価値を高める商品化、そして迅速な販売を一気通貫で行え

るのが最大の特色である。具体的には、高精度な査定力を武器とした安定的な仕入ルートの確保に加え、強固

なネットワークによる早期売却（販売力）を通じて資本回転率を高めている。特に注力する中古住宅販売にお

いて、これら一連のサイクルが資本収益性の改善に貢献すると見られる。

（3） 金融事業
リバースモーゲージ保証事業における同社の強みは、全国規模で多数の金融機関と提携している点にある。広

範な提携ネットワークを通じて、物件情報やリスク情報、さらには市場動向といった膨大なデータが同社に集

約される体制を構築しており、この情報収集能力の高さが同業他社に対する大きな差別化要因となっている。
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（4） ハウス・リースバック事業
ハウス・リースバック事業において同社は先駆的な存在であり、当初は市場をほぼ独占する状況にあったが、

近年では（株）セゾンファンデックスや一建設（株）（飯田グループホールディングス<3291>傘下）、（株）インテ

リックスといった企業が主な競合となっている。これらの競合に対する優位性は、物件に対する精緻な「査定

力」と広範なエリアを網羅する全国対応力（エリアカバー率）にあるが、同事業については今後の経営計画にお

いて順次縮小する方針が示されている。

	█業績動向

2026年6月期は計画を下回り前期比57.3%の営業減益

1. 2026年6月期の業績概要

2026年6月期の連結業績は、売上高が前期比23.4%減の49,617百万円、営業利益が同57.3%減の1,120百万円、

経常利益が同61.9%減の1,120百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同38.0%減の1,452百万円となった。

当期純利益の減益幅が小さいのはリフォーム事業を行う関係会社の株式売却益（1,382百万円）を特別利益として

計上したことによる。

事業ポートフォリオの再構築を進めていることから、期初から減収を予想していたが、不動産売買事業の大型案

件の期ズレにより減収幅は予想より大きくなった。不動産売買事業において大型案件の売上総利益が減少した

こと、ハウス・リースバック事業でファンドへの売却が予想以下であったこと等により全体の売上総利益率が

21.7%（前期は22.5%）へ低下した一方で、広告宣伝費を中心に経費抑制に努め、販管費は前期比19.0%減となっ

たが、減収及び売上総利益率の低下により各段階利益は期初予想を下回り、大幅減益となった。

2026年6月期の連結業績

（単位：百万円）

25/6期 26/6期 前期比

実績 売上比 実績 売上比 増減額 増減率

売上高 64,735 - 49,617 - -15,118 -23.4%

売上総利益 14,539 22.5% 10,771 21.7% -3,768 -25.9%

販管費 11,919 18.4% 9,651 19.5% -2,268 -19.0%

営業利益 2,620 4.0% 1,120 2.3% -1,500 -57.3%

営業外収益 1,287 2.0% 984 2.0% -303 -23.5%

営業外費用 964 1.5% 983 2.0% 19 2.0%

経常利益 2,943 4.5% 1,120 2.3% -1,823 -61.9%

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,341 3.6% 1,452 2.9% -889 -38.0%

EBITDA 3,590 5.5% 1,953 3.9% -1,637 -45.6%

注：EBITDA=営業利益+減価償却費+のれん償却費
出所：決算短信、決算説明資料よりフィスコ作成
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2. セグメント別状況

セグメント別の動向としては、フランチャイズ事業や金融事業は堅調に推移したものの、不動産売買事業につい

ては営業人材の増強と物件仕入は順調に進んでいるものの、人材の定着及び育成に見込みより時間を要している

ことや、大型案件処分の期ズレもあったことから減収減益となった。

2026年6月期のセグメント別業績

（単位：百万円）

25/6期 26/6期 前期比

実績
構成比・
利益率

実績
構成比・
利益率

増減額 増減率

売上高 64,735 - 49,617 - -15,118 -23.4%

フランチャイズ事業 3,212 5.0% 3,324 6.7% 112 3.5%

不動産売買事業 39,509 61.0% 35,246 71.0% -4,263 -10.8%

金融事業 563 0.9% 641 1.3% 78 13.8%

ハウス・リースバック事業 19,449 30.0% 9,595 19.3% -9,854 -50.7%

その他 2,200 3.4% 1,011 2.0% -1,189 -54.0%

（調整額） -200 - -203 - -3 -

営業利益 2,620 4.0% 1,120 2.3% -1,500 -57.3%

フランチャイズ事業 1,920 59.8% 1,928 58.0% 8 0.4%

不動産売買事業 2,544 6.4% 1,713 4.9% -831 -32.7%

金融事業 179 31.8% 262 40.9% 83 46.3%

ハウス・リースバック事業 2,264 11.6% 889 9.3% -1,375 -60.7%

その他 254 11.5% 5 0.5% -249 -97.9%

（調整額） -4,542 - -3,679 - 863 -

出所：決算短信、決算説明資料よりフィスコ作成

（1） フランチャイズ事業
フランチャイズ事業の売上高は前期比3.5%増の3,324百万円、営業利益は同0.4%増の1,928百万円となった。

新規加盟店舗数は121店舗（前期比3.2%減）、新規開店店舗数は111店舗（同32.1%増）となった。この結果、

期末の累計加盟店舗数は733店舗（前期末比8店舗増）、累計開店店舗数は637店舗（同13店舗増）となり店舗網

は順調に拡大している。

地域別店舗数（2026年6月期末現在）は、北海道48店舗（前期末比5店舗増）、東北28店舗（同5店舗増）、甲信

越29店舗（同2店舗増）、北陸14店舗（同7店舗減）、関東132店舗（同2店舗増）、東海180店舗（同6店舗増）、近

畿144店舗（同1店舗減）、中国46店舗（同2店舗減）、四国13店舗（同1店舗増）、九州81店舗（同2店舗減）、沖

縄18店舗（同1店舗減）となった。
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業績動向

地域別店舗数

出所：決算説明資料より掲載

（2） 不動産売買事業
注力している不動産売買事業の売上高は前期比10.8%減の35,246百万円、営業利益は同32.7%減の1,713百万

円となった。取引件数は1,309件（前期比10.3%増）と増加したが、大型案件が減少したことで売上高は減収と

なった。

売上高の内訳では、住宅系は31,411百万円（同2.8%増）、大型・その他が3,468百万円（同56.0%減）となり、大

型・その他がセグメント全体の減収要因となった。加えて、成長ドライバーとして仕入拡大に向けた採用・人

材補強へ積極的に先行投資を行っていることから、利益率が低下し、セグメント利益は減益となった。

さらに住宅系の内訳では、土地が16,102百万円（同9.3%増）、新築が5,354百万円（同23.0%減）、マンション

が6,594百万円（同33.4%増）、中古戸建が3,360百万円（同14.1%減）となった。注力している中古住宅の売却

件数は349件（同14.1%増）、売上高は9,954百万円（同12.4%増）と堅調に推移し中古住宅の比率は31.7%（前

期は29.0%）まで上昇した。
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業績動向

   

新築

17.0%

土地

51.3%

中古戸建

10.7%

マンション

21.0%

住住宅宅系系売売上上高高のの内内訳訳（（22002266年年66月月期期））

中古住宅比率

31.7%

出所：決算説明資料よりフィスコ作成

期末の在庫額は10,391百万円（前期末比1,903百万円増）、在庫件数は422件（同60件増）となった。事業拡大

に向けて営業人員数（期中平均）は91.1人（前期は59.3人）と大幅に増加した。この営業人員の増加に伴う人件

費の増加は、短期的には利益率の低下要因となったものの、同社は「将来の成長のための投資であり、今後も

人材への投資は続ける」と述べている。

（3） 金融事業
金融事業の売上高は前期比13.8%増の641百万円、営業利益は同46.3%増の262百万円となった。成長強化事

業であるリバースモーゲージ保証事業は順調に拡大した。提携金融機関の新規開拓及び連携強化によりリバー

スモーゲージ保証の認知度が拡大しつつあり、首都圏をはじめとして取扱件数は順調に増加した。主要KPIで

は、新規保証額は10,480百万円（前期比8.9%増）、新規保証件数は513件（同1.8%増）と増加し、累計保証残

高は35,344百万円（前期末比25.4%増）まで拡大し、初めて350億円を突破した。

https://www.housedo.co.jp/and-do/ir/


本資料のご利用については、必ず巻末の重要事項（ディスクレーマー）をお読みください。

Important disclosures and disclaimers appear at the back of this document.

COMPANY RESEARCH AND ANALYSIS REPORT

FISCO Ltd.

https://www.fisco.co.jp

2026年9月18日（金）And Doホールディングス
3457 東証プライム市場 https://www.housedo.co.jp/and-do/ir/

14 20

業績動向
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出所：決算説明資料よりフィスコ作成

提携金融機関については、2026年6月期においても首都圏の金融機関を中心に順調に提携先を増やしており、

2026年8月14日現在で55件まで拡大している。

金融事業における最近のトピックスとしては、「事業性極度保証」を開始した点が挙げられる。同サービスの導

入により、従来のリバースモーゲージでは対応が困難であった法人及び若年層の個人事業主まで対象を拡大す

ることが可能となった。その第1号として足立成和信用金庫と提携したが、現在はほかの金融機関からの引き

合いも増加しており、今後の展開が注目される。

事業性極度保証のイメージ

出所：決算説明資料より掲載
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業績動向

（4） ハウス・リースバック事業
ハウス・リースバック事業の売上高は前期比50.7%減の9,595百万円、営業利益は同60.7%減の889百万円と

なった。また匿名組合からの投資利益を合わせた営業利益は1,699百万円（同48.9%減）となった。ファンドへ

の譲渡を実施したが、金利上昇局面においては譲渡による利益率が従前に比べて低下した。

事業縮小方針であるため積極的な営業活動は行っていないが、受けた案件には対応していることから新規取得

は172件となり、322件をファンドや不動産売買会社等への譲渡、再売買及び処分したことにより、期末時点

で累計保有件数は453件となった。

今後の同事業については、事業に対するレピュテーション問題等から積極的な拡販は行わないものの、底堅い

ニーズが存在するサービスであることから、問い合わせのあった顧客に対しては継続して提供していく。需要

に対して従来どおり柔軟に対応する予定である。

自己資本比率は28.0%へ上昇し、目標の30%に近づく

3. 財務状況

2026年6月期の資産合計は67,798百万円（前期末比4,174百万円減）となった。流動資産は前期末比2,318百万

円減の52,551百万円となった。主に現金及び預金の増加758百万円、仕掛を含む販売用不動産を中心とした棚

卸資産の減少3,355百万円による。固定資産は同1,856百万円減の15,246百万円となった。主に土地や建物の減

少による有形固定資産の減少2,125百万円、無形固定資産の減少263百万円、投資その他の資産の増加532百万

円による。負債合計は同4,740百万円減の48,780百万円となった。主に、1年内返済予定の長期借入金や社債を

含む短期借入金等の増加2,359百万円、長期借入金の減少5,545百万円による。純資産合計は19,018百万円と同

565百万円増となったが、主に、利益剰余金の増加554百万円による。この結果、2026年6月期末の自己資本比

率は28.0%（前期末25.6%）となり、目標としている30%に近づきつつある。
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業績動向

連結貸借対照表

（単位：百万円）

25/6期末 26/6期末 増減額

流動資産 54,870 52,551 -2,318

現金及び預金 8,577 9,335 758

棚卸資産 43,179 39,823 -3,355

その他 3,114 3,393 278

固定資産 17,102 15,246 -1,856

有形固定資産 8,250 6,125 -2,125

無形固定資産 1,374 1,111 -263

投資その他の資産 7,478 8,010 532

資産合計 71,973 67,798 -4,174

流動負債 31,463 32,943 1,480

短期借入金等 26,790 29,149 2,359

固定負債 22,057 15,836 -6,220

長期借入金 20,102 14,557 -5,545

負債合計 53,520 48,780 -4,740

純資産合計 18,453 19,018 565

負債純資産合計 71,973 67,798 -4,174

出所：決算短信、決算説明資料よりフィスコ作成

4. キャッシュ・フローの状況

2026年6月期の営業活動によるキャッシュ・フローは5,129百万円の収入となった。主な収入は税金等調整前当

期純利益2,468百万円、のれんを含む減価償却費832百万円、売上債権の減少14百万円、棚卸資産の減少5,936

百万円で、主な支出は、匿名組合投資益809百万円、仕入債務の減少141百万円などであった。投資活動による

キャッシュ・フローは523百万円の収入となったが、主な収入は投資有価証券の償還431百万円、関係会社株式

の売却1,500百万円で、主な支出は有形固定資産の取得835百万円、無形固定資産の取得284百万円、吸収分割

による支出421百万円などであった。財務活動によるキャッシュ・フローは4,570百万円の支出となったが、主

な支出は長短借入金の減少（ネット）2,991百万円、配当金の支払額897百万円となった。この結果、2026年6月

期中に現金及び現金同等物は1,102百万円増加し、現金及び現金同等物の期末残高は8,954百万円となった。

連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

25/6期 26/6期

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,522 5,129

投資活動によるキャッシュ・フロー -735 523

財務活動によるキャッシュ・フロー -8,116 -4,570

現金及び現金同等物の期末残高 7,852 8,954

出所：決算短信よりフィスコ作成
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	█今後の見通し

ハウス・リースバック以外で増益予想、 
全体では25.0%の営業増益を見込む

2027年6月期の連結業績は、売上高で前期比9.3%減の45,000百万円、営業利益で同25.0%増の1,400百万円、

経常利益で同20.5%増の1,350百万円、親会社株主に帰属する当期純利益で同38.7%減の891百万円を見込んで

いる。当期純利益が減益となるのは、前期に特別利益を計上したことによる。

売上高については、リフォーム事業譲渡やハウス・リースバック事業縮小の影響により減収を想定しているが、

不動産売買事業と金融事業をドライバーに、営業利益及び経常利益は増益を見込んでいる。同社は下記のように、

2030年6月期を最終年度とする中期経営計画を発表しているが、2027年6月期はこの計画に沿って引き続き事業

ポートフォリオの移行期と位置付けている。セグメント別では、ハウス・リースバック事業はさらに縮小するも

のの、フランチャイズ事業、リバースモーゲージ保証を中心とした金融事業、中古住宅買取再販を中心とした不

動産売買事業に注力して増益を目指す。年間配当は前期と同様に46.0円（予想配当性向103.1%）を予定している。

2027年6月期の連結業績予想

（単位：百万円）

26/6期 27/6期 前期比

実績
構成比・
利益率

予想
構成比・
利益率

増減額 増減率

売上高 49,617 - 45,000 - -4,618 -9.3%

フランチャイズ事業 3,324 6.7% 3,561 7.9% 236 7.1%

不動産売買事業 35,246 71.0% 36,350 80.8% 1,103 3.1%

金融事業 641 1.3% 1,049 2.3% 407 63.5%

ハウス・リースバック事業 9,595 19.3% 4,190 9.3% -5,406 -56.3%

その他 1,011 2.0% 0 0.0% -1,012 -

（調整額） -203 - - - -

営業利益 1,120 2.3% 1,400 3.1% 280 25.0%

フランチャイズ事業 1,928 58.0% 2,110 59.3% 182 9.4%

不動産売買事業 1,713 4.9% 2,030 5.6% 317 18.5%

金融事業 262 40.9% 600 57.2% 338 128.5%

ハウス・リースバック事業 889 9.3% 220 5.3% -669 -75.3%

その他 5 0.5% 0 - -5 -

（調整額） -3,679 - -3,560 - - -

経常利益 1,120 2.3% 1,350 3.0% 230 20.5%

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,452 2.9% 891 2.0% -561 -38.7%

注：営業利益の売上比は当該事業の売上高に占める割合
出所：決算短信、決算説明資料よりフィスコ作成

セグメント別の見通しとしては、特にフランチャイズ事業、リバースモーゲージ保証を中心とした金融事業、不

動産売買事業に注力する。
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今後の見通し

（1） フランチャイズ事業
フランチャイズ事業の売上高は前期比7.1%増の3,561百万円、営業利益は同9.4%増の2,110百万円の見通しで

ある。引き続き人材採用やプロモーションへ積極投資を継続し、都市部を中心とした新規加盟の獲得に注力す

ることで、増収増益を達成する計画だ。

（2） 不動産売買事業
不動産売買事業の売上高は前期比3.1%増の36,350百万円、営業利益は同18.5%増の2,030百万円を見込んで

いる。戦略の中核である中古住宅の買取再販を一段と強化し、オペレーションの効率化を通じて利益率及び回

転率の改善を図る。営業人員強化の成果が出てくると予想している。

（3） 金融事業
金融事業の売上高は前期比63.5%増の1,049百万円、営業利益は同128.5%増の600百万円の見通しである。都

市部を中心に取り組みを強化することで残高積み上げを加速させるほか、2026年6月期から開始した「事業性

極度保証」による積み上げもねらう。

（4） ハウス・リースバック事業
ハウス・リースバック事業の売上高は前期比56.3%減の4,190百万円、営業利益は同75.3%減の220百万円を

見込んでいる。前期に続き取扱件数を大幅に抑制する方針を堅持しており、今後は中核事業としてではなく、

金融事業の補助的役割などポジションを変えて継続する。

	█中長期の成長戦略

中期経営計画では2030年6月期に経常利益80億円を目指す

1. 中期経営計画の概要

同社は、2030年6月期を最終年度とする中期経営計画を発表している。基本方針に、1） 注力事業のウェイト

シフトにより、事業ポートフォリオを再構築する、2） 資本回転率の向上と利益率改善により、安定的かつ高い

キャッシュ・フローを創出する、3） 資本収益性を高め、持続的に企業価値向上が可能な基盤を築く、の3つを掲

げている。

具体的な数値目標（最終年度）は、売上高800億円（2026年6月期実績49,617百万円）、自己資本比率30%以上（同

28.0%）、経常利益80億円（同1,120百万円）、ROIC6.0%以上（同1.2%）、当期純利益53億円（同1,452百万円）、

配当性向30%以上（同37.9%）を目指す。

初年度である2026年6月期の業績は上記のように計画を下回ったが、現時点でこの中期経営計画の目標に変更は

なく、進行中の2027年6月期以降も下記のような施策を粛々と進めることで、この目標を達成する予定だ。今後

の進捗が注目される。
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中長期の成長戦略

2. 事業ポートフォリオの再構築

成長性・収益性の高い事業に資源を集中する「選択と集中」を進める。具体的には「フランチャイズ」「不動産売買」

「金融（リバースモーゲージ保証）」の3つの事業に集中し、強固な3本柱を確立する戦略である。

（1） フランチャイズ事業
同社のサービスインフラの基盤として、さらなる強化を図る。開発余地のある都市部を中心に広告・人材を投

下する一方で、人材補強により新規加盟開発と既存加盟店へのサポートを強化する。数値目標としては、最終

年度に累計加盟店数960店舗（2026年6月期末733店舗）を目指す。

（2） 不動産売買事業
コロナ禍において積極仕入れを経て飛躍的に成長したが、今後も流動性の高い地方都市部を中心に人材補強と

並行してエリア拡大を図る。中古住宅買取再販に注力しつつ、市場のニーズに応じた不動産を提供する。引き

続き成長ドライバーとして売上高年平均成長率11.4%を目指し、最終年度には売上高692.2億円（2026年6月

期348.8億円）を計画している。この結果、住宅系売上高に占める中古住宅の比率は53.7%（同31.7%）へ上昇

し、結果として資本回転率・資本収益性の改善に寄与する計画だ。これらの目標を達成するためには営業人員

の強化が不可欠だが、期中平均の営業人員数を最終年度には250.0人（同91.1人）へ増加させる予定である。

（3） 金融（リバースモーゲージ保証）事業
不動産価値の高い都市部を中心に、新規提携先の開拓及び既存提携先の接点を強化する。保証残高の積み上げ

に加え、将来的な不動産処分時の収益機会増加を見込み、受け皿の体制を構築する。2026年6月期から開始し

た「事業性極度保証」による積み上げも期待されており、数値目標としては、最終年度に保証残高1,250.0億

円（同35,344百万円）を目指す。

3. 資本効率（ROIC）の改善

最終年度にROIC6.0%以上を達成するため、多角的な施策を講じる。売上原価率については、高利益率事業の成

長と不動産売買における仕入精度の向上を通じて改善を図る。販管費率に関しては、事業の「選択と集中」及び業

務効率化による間接部門コストの削減を推進する。また、中古住宅買取再販の強化による在庫回転率の向上で運

転資本回転率を高めるとともに、不必要な固定資産の売却による資産圧縮を通じて固定資産回転率の改善を図る。

https://www.housedo.co.jp/and-do/ir/
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	█株主還元策

2027年6月期は年間配当46.0円、配当性向103.1%を予定

同社は、配当金による株主還元を重視している。2025年6月期の1株当たり年間配当は45.0円（配当性向

37.9%）、2026年6月期は46.0円（同63.2%）を実施し、2020年6月期から連続増配を続けている。進行中の

2027年6月期についても46.0円配当（同103.1%）を予定している。
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出所：決算短信よりフィスコ作成

また、同社株式への投資の魅力をより一層高め、流動性向上及び投資家層の拡大を図ることを目的に、株主優待

制度を運用している。毎年6月末日現在の同社株主名簿に記載または記録された同社株式5単元（500株）以上を

保有する株主を対象に、保有する株式数に応じたポイントを付与する。株主は、限定の特設サイトにおいてポイ

ントを食品や電化製品、ギフトなどに交換できる。

株主優待

保有株式数
進呈ポイント数

初年度 1年以上継続保有

500株～599株 3,000ポイント 3,300ポイント

600株～699株 4,000ポイント 4,400ポイント

700株～799株 5,000ポイント 5,500ポイント

800株～899株 6,000ポイント 6,600ポイント

900株～999株 8,000ポイント 8,800ポイント

1,000株～1,999株 10,000ポイント 11,000ポイント

2,000株～ 40,000ポイント 44,000ポイント

出所：決算説明資料よりフィスコ作成

https://www.housedo.co.jp/and-do/ir/
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